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議案第104号 

 

大阪市立障害児入所施設条例の一部を改正する条例案 

 

大阪市立障害児入所施設条例（平成17年大阪市条例第125号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲げ

る規定の傍線を付した部分のように改め、改正前欄及び改正後欄に対応して掲げるその標記部分に

二重傍線を付した規定（以下「対象規定」という。）の改正前欄に掲げる対象規定を改正後欄に掲げ

る対象規定として移動し、改正前欄に掲げる対象規定で改正後欄にこれに対応するものを掲げてい

ないものを削る。   

改正後 改正前 

（事業） 

第２条 学園は、次に掲げる事業を行う。 

[⑴ 略] 

 ⑵ 法第４条第２項に規定する障害児及び

障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成17年法律第

123号。以下「障害者総合支援法」という。）

第４条第１項に規定する障害者（以下「障

害児等」という。）に係る障害者総合支援

法第５条第８項に規定する短期入所（以

下「短期入所」という。） 

 

 

 

 [⑶ 略] 

（使用資格） 

第５条 学園を使用できる者は、次に掲げる

者とする。 

 [⑴ 略] 

 ⑵ 入所給付決定を受けた法第24条の24第

（事業） 

第２条 [同左] 

[⑴ 同左] 

 ⑵ 法第４条第２項に規定する障害児及び

障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成17年法律第

123号。以下「障害者総合支援法」という。）

第４条第１項に規定する障害者（以下「障

害児等」という。）に係る障害者総合支援

法第５条第８項に規定する短期入所（以

下「短期入所」という。）並びに市規則で

定める障害児等に係る同条第７項に規定

する生活介護及び同条第10項に規定する

施設入所支援 

 [⑶ 同左] 

（使用資格） 

第５条 [同左] 

 

 [⑴ 同左] 

 ⑵ 入所給付決定を受けた入所者（法第24
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１項に規定する入所者及び同条第２項の

内閣府令で定める者 

 [⑶ 略] 

 [削る]  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 [削る] 

 

 

 

 

 

 ⑷ 短期入所に係る障害者総合支援法第19

条第１項の規定による介護給付費等の支

給の決定（以下「支給決定」という。）に

係る障害児等 

 ⑸ 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283

号）第18条第１項の規定による措置に係

る者 

 ⑹ 知的障害者福祉法（昭和35年法律第37

号）第15条の４の規定による措置に係る

者 

条の24第１項に規定する入所者をいう。

以下同じ。） 

 [⑶ 同左] 

 ⑷ 障害者総合支援法第19条第１項の規定

により介護給付費等の支給の決定（以下

「支給決定」という。）を受けた者（18歳

に達する日において第１号に該当する者

であって、18歳に達する日の翌日におい

て支給決定を受けた者又は支給決定を受

けた日の前日において法第24条の24第１

項の規定に基づき法第50条第６号の３に

規定する障害児入所給付費等（法第24条

の２第１項の規定による障害児入所給付

費に限る。）の支給を受けていた入所者に

限る。） 

 ⑸ 障がい者制度改革推進本部等における

検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直

すまでの間において障害者等の地域生活

を支援するための関係法律の整備に関す

る法律（平成22年法律第71号）附則第35

条第１号の規定の適用を受ける者 

 ⑹ 短期入所に係る支給決定に係る障害児

等 

 

 

 ⑺ 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283

号）第18条第１項又は第２項の規定によ

る措置に係る者 

 ⑻ 知的障害者福祉法（昭和35年法律第37

号）第15条の４又は第16条第１項第２号

の規定による措置に係る者 
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 ⑺ [略]  

（使用許可等） 

第６条 前条第１号、第２号、第４号又は第

７号に掲げる者が学園を使用しようとする

ときは、入所給付決定を受けた者、短期入

所に係る支給決定を受けた者又は利用決定

を受けた者は、指定管理者の許可を受けな

ければならない。 

 

[２ 略] 

（利用料金） 

第９条 [略] 

２ 第５条第１号、第２号、第４号又は第７

号に掲げる者が学園を使用しようとすると

きは、学園の使用の許可を受けた者は、指

定管理者に利用料金を支払わなければなら

ない。 

[３～５ 略] 

 ⑼ [同左] 

（使用許可等） 

第６条 前条第１号、第２号、第４号から第

６号まで又は第９号に掲げる者が学園を使

用しようとするときは、入所給付決定を受

けた者、短期入所に係る支給決定を受けた

者、利用決定を受けた者又は同条第４号若

しくは第５号に掲げる者は、指定管理者の

許可を受けなければならない。 

[２ 同左] 

（利用料金） 

第９条 [同左] 

２ 第５条第１号、第２号、第４号から第６

号まで又は第９号に掲げる者が学園を使用

しようとするときは、学園の使用の許可を

受けた者は、指定管理者に利用料金を支払

わなければならない。 

[３～５ 同左] 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

  令和６年３月１日提出 

大阪市長  横 山 英 幸  

 

説 明 

 敷津浦学園が行う事業及び同学園を使用できる者の範囲を改めるため、条例の一部を改正する必

要があるので、この案を提出する次第である。 

 


